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REvision2024【セッション3】洋上風力の拡大の行方



Proprietary & Confidential

1

⚫一般海域における洋上風力発電事業の推進にあたっては、「統一ルールや先行利用者との調整枠組がない」などの課題が存在、これらに

対応する為、2019年4月1日に「再エネ海域利用法」が成立・施行。2回の公募を経て本日時点では7海域で事業開発が進行中。

⚫三菱商事洋上風力(MCOW)は1R公募選定後2022年7月に三菱商事エナジーソリューションズからの機能分割で設立。

秋田と千葉の合計3海域について2022年12月に公募占用計画が認定され、現在開発が進行中。

再エネ海域利用法の成功

※引用：経済産業省 2022年8月9日 北九州市令和４年度洋上風力発電シンポジウム 基調講演①洋上風力発電政策の今後の展望
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開発進捗に伴って顕在化する矛盾(ギャップ)

⚫低いエネルギー密度：事業性低下と設備コスト増加。※平地面積当たりの太陽光発電導入容量は主要国の中で最大級。

⚫高い間歇性・偏在性：間歇性を補完する為の出力抑制による事業性低下、偏在性を解消する為の系統整備に伴うシステムコスト増加。

【エネルギー密度】 【間歇性・偏在性】

項目
堺太陽光
発電所
【A】

堺港発電所
（LNG）

【B】

（参考）
洋上風力：秋田県

由利本荘市沖

面積
（万㎡）

約21 約10 13,040

設備容量
（MW）

10 2,000 845

年間想定発電電力量
（億kWh）

約0.1 約140 約26

単位面積当たり発電量
＝エネルギー密度

(億kWh/年/万㎡)
0.0048 14 0.0020

※引用：関西電力ホームページ「再生可能エネルギーとは 再生可能エネルギーの課題」

※対象区域海底面積

※引用：洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会
2020年12月15日 洋上風力産業ビジョン（第1次）

風速季節変化
（秋田県由利本荘市本庄港付近、Neowins調べ）
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⚫本格的な開発進捗に伴って問題が表面化。ウクライナ紛争を発端としたサプライチェーン混乱などの外的要因を除けば、その問題の太宗は

欧州とは異なる日本特有の自然条件や未だ発展途上の事業環境が要因と言える。

⚫例えば、WF認証など許認可手続の複雑さ、住民・漁協・自治体・地域団体ほか多方面にわたるステークホルダーとの調整など地域環境、
また大型化する風車と基礎には適さない日本固有の自然条件や、欧州と比して未成熟な港湾インフラなどの非効率性など。

⚫即ち実開発においては、新たな矛盾(ギャップ)(目標と現実のギャップ)が顕在化。

開発進捗に伴って新たに顕在化する矛盾(ギャップ)

【自然条件】 【制度環境】

海洋空間計画における代表的なステークホルダー

洋上風力開発事業者が直面している課題

出力P = Cp × (1/2) × ρ × A × V^3

・風車の出力係数：Cp
・空気密度：ρ[kg/m3]
・受風面積：A[m2]
・風速(秒速)：V[m/s]

大型化/高出力化

支持構造物の大型化

より難易度の高い
設計・施工

より複雑な自然条件との摺合せ
（地盤・地震含む）

黎明期のインフラ
（港湾、船舶、人材など）

※引用： ・三菱総合研究所 2023年7月24日シリーズ「洋上風力の未来」第2回：海洋空間計画と日本への示唆（前編）
・内閣府 2021年6月21日 第16回 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース RWE作成資料
・NEDO 2019年8月 着床式洋上風力発電導入ガイドブック（最終版）

3

洋上風力発電事業開発に係る許認可権者

: ※引用：NEDO再生可能エネルギー技術白書（第2版） ※当社により一部加工
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洋上風力拡大に向けて顕在化する矛盾(ギャップ) をどう解消するか？

⚫ 「再エネ主力電源化による2050年カーボンニュートラル（CN）実現」という目標には、多様で難しさを伴う現実との間に矛盾(ギャップ)が
生じるが、「あるべき姿、なるべき姿」に向かって筋道を立てた論理的アプローチだけでは、その解消は困難では？

⚫難易度が高いビジネスの目標達成や社会課題の解決において有効と評価されている弁証法的アプローチ（正→反→統合によって

矛盾(ギャップ) を解決する手段）を取り入れてはどうか？その場合に、如何なる統合方法があるか？

矛盾
(ギャップ)

？弁証法的アプローチ？

【 現実 】
欧州他の事業環境と異なる

日本特有の自然条件、制度、地域、
インフラ環境など

？統合？

【 目標 】
再エネ主力電源化による

2050年CNの実現
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【地域共生策を行う背景】

⚫ 洋上風力発電事業は漁業従事者や自治体住民などの皆さまから30年間に亘って貸与される海域を用いる

⚫ 事業実現性に関する評価「地域との調整や事業の波及効果」に直結

⚫地域が抱える社会課題を解決し社会価値を創造

【地域共生策の具体例】

AIオンデマンド交通 地域産品開発魚礁試験

引用：秋田魁新報 2024年1月10日

参考例）MCOWの地域共生策による目標と現実の矛盾(ギャップ) へのアプローチ

サプライチェーン構築 訓練センター（日本郵船様）

引用：秋田魁新報 2023年11月02日

引用：三菱商事 2022年2月24日 秋田県沖及び千葉県沖における洋上風力発電事業における
国内・地域サプライチェーン構築と地域の活性化に繋がる共生策について

引用：秋田魁新報 2024年1月6日

引用：朝日新聞デジタル 2023年2月23日銚子沖の洋上風力、操業開始に向け動き本格化 イセエビの漁礁試験も
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MCOW地域共生策の「目標」：CSV*実現による社会課題の解決

引用：総務省ホームページ 我が国における総人口の長期的推移

日本の総人口の長期的推移

従来の電源促進施策では
社会課題解決に繋がりにくい

矛盾
(ギャップ)

洋上風力事業を起点とした地域共生策

日本の地域が抱える
社会課題の解決

少子高齢化
人口減少

雇用の衰退

地域が抱える社会課題の解決による
日本の成長・国際競争力向上

*三菱商事ではMCSV（三菱商事グループの総合力強化による社会課題の解決を通じて、
継続的に生み出されるスケールのある共創価値）と定義されている
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日本における洋上風力の「可能性」：弁証法的アプローチへのヒント

⚫新産業との親和性：半導体産業など、グリーン電力需要の高い新産業の創出・発展に寄与。

⚫地域共生：洋上風力発電事業のみならず、地域と一体となった規模感のある共生策の実現。

⚫関連産業育成：自動車産業と同水準（部品点数等）での産業のすそ野の拡がり。

⚫技術開発：日本周辺の自然条件に適した新技術の実現（風車設計や浮体式等）。

【新産業との親和性】

※引用：電力広域的運営推進機関 2024年1月24日 全国及び供給区域ごとの需要想定（2024 年度） ※引用：日本経済新聞 2023年7月9日「アジア半導体に「緑の壁」」
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弁証法的アプローチによる政府目標の実現化

2050年CNの実現に向けた活動による
日本の成長・国際競争力向上

矛盾
(ギャップ)

再エネ主力電源化による
2050年CNの実現

半導体など新産業との連携・地域共生の深化・関連産業育成の実現化・新技術開発の本格化

欧州他の事業環境と異なる
日本特有の自然条件、制度、
地域、インフラ環境など


